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(57)【要約】
【課題】　低反り性や平滑性が要求される半導体装置、特に基板の片側に樹脂層が形成さ
れたエリア実装型半導体装置等に用いた場合、成形後や半田処理時の反りが小さく、耐半
田性に優れ、かつ生産性にも優れたエポキシ樹脂組成物を提供すること。
【解決手段】　融点が３０℃以上、１５０℃以下である結晶性エポキシ樹脂（Ａ）、多官
能エポキシ樹脂（Ｂ）、多官能フェノール樹脂（Ｃ）、球状無機充填材（Ｄ）、鱗片状無
機充填材（Ｅ）、硬化促進剤（Ｆ）を含有するエポキシ樹脂組成物であって、該樹脂組成
物の１７５℃でのスパイラスフローが５０ｃｍ以上であり、該樹脂組成物の１７５℃にお
ける測定開始後３０秒のキュラストトルク値が１０Ｎ・ｍ以上であることを特徴とするエ
ポキシ樹脂組成物。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　融点が３０℃以上、１５０℃以下である結晶性エポキシ樹脂（Ａ）、
　多官能エポキシ樹脂（Ｂ）、
　多官能フェノール樹脂（Ｃ）、
　球状無機充填材（Ｄ）、
　鱗片状無機充填材（Ｅ）、
　硬化促進剤（Ｆ）
を含有するエポキシ樹脂組成物であって、
該エポキシ樹脂組成物の１７５℃でのスパイラスフローが５０ｃｍ以上であり、
該エポキシ樹脂組成物の１７５℃における測定開始後３０秒のキュラストトルク値が１０
Ｎ・ｍ以上であることを特徴とするエポキシ樹脂組成物。
【請求項２】
　前記鱗片状無機充填材（Ｅ）のアスペクト比が２以上、１０以下であることを特徴とす
る請求項１記載のエポキシ樹脂組成物。
【請求項３】
　前記鱗片状無機充填材（Ｅ）がカップリング剤で表面処理されていることを特徴とする
請求項１又は請求項２記載のエポキシ樹脂組成物。
【請求項４】
　前記結晶性エポキシ樹脂（Ａ）が下記一般式（１）で表される化合物、下記一般式（２
）で表される化合物及び下記一般式（３）で表される化合物の中から選択される少なくと
も一種であることを特徴とする請求項１ないし請求項３のいずれかに記載のエポキシ樹脂
組成物。
【化１】

（ただし、上記一般式（１）において、Ｒ１は炭素数１～６のアルキル基の中から選択さ
れる基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ａは０～４の整数で
ある。）
【化２】

（ただし、上記一般式（２）において、Ｒ２は炭素数１～６のアルキル基の中から選択さ
れる基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ｂは０～４の整数で
ある。－Ｘ－は－Ｃ（Ｒ３）２－、－Ｏ－、－Ｓ－の中から選択される基である。Ｒ３は
水素原子、又は炭素数１～６のアルキル基の中から選択される基であり、それらは互いに
同一であっても異なっていてもよい。）
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【化３】

（ただし、上記一般式（３）において、Ｒ４は炭素数１～６のアルキル基の中から選択さ
れる基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ｃは０～４の整数で
ある。）
【請求項５】
　前記多官能エポキシ樹脂（Ｂ）が下記一般式（４）で表される化合物、下記一般式（５
）で表される化合物及び下記一般式（６）で表される化合物の中から選択される少なくと
も一種であることを特徴とする請求項１ないし請求項４のいずれかに記載のエポキシ樹脂
組成物。
【化４】

（ただし、上記一般式（４）において、Ｒ５は炭素数１～６のアルキル基の中から選択さ
れる基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ｄは０～４の整数で
ある。ｎ４の平均値は０又は１０以下の正数である。）
【化５】

（ただし、上記一般式（５）において、ｅは１、ｆは１又は０、Ｒ６は水素原子、炭素数
１～４のアルキル基の中から選択される基、又はフェニル基であり、Ｇはグリシジル基を
示す。
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【化６】

（ただし、上記一般式（６）において、Ｒ７は炭素数１～６のアルキル基の中から選択さ
れる基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ｇは０～４の整数で
ある。）
【請求項６】
　前記結晶性エポキシ樹脂（Ａ）と多官能エポキシ樹脂（Ｂ）の合計量に対する多官能エ
ポキシ樹脂（Ｂ）の配合割合（Ｂ）／｛（Ａ）＋（Ｂ）｝が質量比で０．６以上、０．９
以下であることを特徴とする請求項１ないし請求項５のいずれかに記載のエポキシ樹脂組
成物。
【請求項７】
　前記結晶性エポキシ樹脂（Ａ）と多官能エポキシ樹脂（Ｂ）とを予備混合した後、他の
成分と混合及び／又は溶融混練して得られるものであることを特徴とする請求項１ないし
請求項６のいずれかに記載のエポキシ樹脂組成物。
【請求項８】
　前記多官能フェノール樹脂（Ｃ）が下記一般式（７）で表される化合物及び下記一般式
（８）で表される化合物の中から選択される少なくとも一種であることを特徴とする請求
項１ないし請求項７のいずれかに記載のエポキシ樹脂組成物。
【化７】

（ただし、上記一般式（７）において、Ｒ８は炭素数１～６のアルキル基の中から選択さ
れる基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ｈは０～４の整数で
ある。ｎ７の平均値は０又は１０以下の正数である。）
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【化８】

（ただし、上記一般式（８）において、Ｒ９は炭素数１～６のアルキル基の中から選択さ
れる基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ｉは０～４の整数で
ある。）
【請求項９】
　前記硬化促進剤（Ｆ）が下記一般式（９）で表される、ホスフィン化合物とフェノール
化合物の付加物を含むことを特徴とする請求項１ないし請求項８のいずれかに記載のエポ
キシ樹脂組成物。
【化９】

（ただし、上記一般式（９）において、Ｘは炭素数１～３のアルキル基の中から選択され
る基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。Ｙはヒドロキシル基で
あり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ｊ、ｋは１～３の整数である
。）
【請求項１０】
　前記硬化促進剤（Ｆ）が、下記式（１０）で表される化合物、下記式（１１）で表され
る化合物の中から選ばれる少なくとも一種を含むことを特徴とする請求項１ないし請求項
９のいずれかに記載のエポキシ樹脂組成物。
【化１０】
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【化１１】

【請求項１１】
　更に芳香環を構成する２個以上の隣接する炭素原子にそれぞれ水酸基が結合した化合物
（Ｇ）を含むことを特徴とする請求項１ないし請求項１０のいずれかに記載のエポキシ樹
脂組成物。
【請求項１２】
　前記鱗片状無機充填材（Ｅ）がガラスフレークであることを特徴とする請求項１ないし
請求項１１のいずれかに記載のエポキシ樹脂組成物。
【請求項１３】
　前記ガラスフレークの組成が硼珪酸ガラスであることを特徴とする請求項１２記載のエ
ポキシ樹脂組成物。
【請求項１４】
　前記鱗片状無機充填材（Ｅ）の全エポキシ樹脂組成物に対する配合割合が１０質量％以
上、７０質量％以下であることを特徴とする請求項１ないし請求項１３のいずれかに記載
のエポキシ樹脂組成物。
【請求項１５】
　前記球状無機充填材（Ｄ）と前記鱗片状無機充填材（Ｅ）の合計量に対する前記鱗片状
無機充填材（Ｅ）の配合割合（Ｅ）／｛（Ｄ）＋（Ｅ）｝が０．１以上、０．８以下であ
ることを特徴とする請求項１ないし請求項１４のいずれかに記載のエポキシ樹脂組成物。
【請求項１６】
　請求項１ないし請求項１５のいずれかに記載のエポキシ樹脂組成物の硬化物を有するこ
とを特徴とする半導体装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、エポキシ樹脂組成物及び半導体装置に関するものである。例えば、エリア実
装型半導体装置、ＭＥＭＳ（メムス、Micro Electro Mechanical Systems）、イメージセ
ンサー等、低反り性や平滑性が要求される半導体装置に好適に用いられる。
【背景技術】
【０００２】
　近年の電子機器の小型化、軽量化、高機能化の市場動向において、半導体の高集積化が
年々進み、また半導体装置の表面実装化が促進される中で、新規にエリア実装型半導体装
置が開発され、従来構造の半導体装置から移行し始めている。エリア実装型半導体装置と
してはＢＧＡ（ボール・グリッド・アレイ、Ball Grid Array）、或いは更に小型化を追
求したＣＳＰ（チップ・サイズ・パッケージ、Chip Size Package）が代表的であるが、
これらは従来ＱＦＰ（クワッド・フラット・パッケージ、Quad Flat Package）、ＳＯＰ
（スモール・アウトライン・パッケージ、Small Out－line Package）に代表される表面
実装型半導体装置では限界に近づいている多ピン化・高速化への要求に対応するために開
発されたものである。構造としては、ビスマレイミド・トリアジン（以下、「ＢＴ」とも
いう。）樹脂／銅箔回路基板に代表される回路基板の片面上に半導体素子を搭載し、その
半導体素子搭載面、即ち基板の片面のみにエポキシ樹脂組成物等の樹脂層が形成されてい
る。半導体素子搭載面では数百μｍから数ｍｍ程度の樹脂層が形成されるため、実質的に
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片面樹脂層となっている。
　このような片面樹脂層が形成されるものとしては、半導体素子を直接封止するものや、
フリップチップを実装し、第一の樹脂として液状アンダーフィルで素子の回路面を保護し
、その周囲に第二の樹脂として樹脂層を形成するもの等がある。
【０００３】
　樹脂層が実質的に片面に形成されているため、有機基板又は金属基板とエポキシ樹脂組
成物の硬化物との間での熱膨張・熱収縮の不整合、或いはエポキシ樹脂組成物の成形・硬
化時の硬化収縮による影響により、これらの半導体装置では成形直後から反りが発生しや
すい。半田接続時には半導体装置が２３０～２６０℃の温度に曝され、温度サイクル試験
等においては－６５℃の温度に曝されることもある。その際に反り量が大きくなると配線
切断につながったり、樹脂部にクラックが入りそのクラックが進展し配線を切断したりす
ることがある。こうした反りの低減のため種々の検討が行われており、例えばトリフェニ
ルメタン型エポキシ樹脂又はナフタレン型多官能エポキシ樹脂を用い、エポキシ樹脂組成
物の硬化物のガラス転移温度を成形温度以上にさせることで、成形後、常温まで冷却した
際の反りは低減できる（例えば、特許文献１参照。）が、その後半田接続を行うために半
導体装置を２３０～２６０℃雰囲気下にさらすと反りが大きくなる問題がある。その主要
因としては、高温時の基板の線膨張率と、エポキシ樹脂組成物の硬化物の線膨張率との差
が大きくなるためと考えられている。そこで鋭意検討の結果、エポキシ樹脂組成物として
アスペクト比の高い鱗片状無機充填材を添加したものを用いることにより、特に高温時の
線膨張係数の低減が図れ、半導体装置の反りの低減が図れることを見出した。この線膨張
係数の低減作用は、硬化物形状や成形方法によっても影響されるものの、エポキシ樹脂組
成物の硬化物中におけるアスペクト比の高い鱗片状無機充填材が、基板の長手方向に対し
て平行方向により多く配向することによって発現しているものと推察される。しかしなが
ら、アスペクト比の高い鱗片状無機充填材を添加した場合、エポキシ樹脂組成物の硬化性
低下や流動性低下が著しいものとなるため、生産性、経済性等の点で工業的な半導体装置
の製造には必ずしも適しないものであった。このような問題点を解決するため鋭意検討の
結果、本願発明を完成させるに至ったものである。
【０００４】
【特許文献１】特開２００２－０３７８６３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、低反り性や平滑性が要求される半導体装置、特に基板の片側に樹脂層が形成
されたエリア実装型半導体装置等に用いた場合、成形後や半田処理時の反りが小さく、耐
半田性に優れ、かつ生産性にも優れたエポキシ樹脂組成物、並びに信頼性に優れた半導体
装置を提供するところにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、融点が３０℃以上、１５０℃以下である結晶性エポキ
シ樹脂（Ａ）、多官能エポキシ樹脂（Ｂ）、多官能フェノール樹脂（Ｃ）、球状無機充填
材（Ｄ）、鱗片状無機充填材（Ｅ）、硬化促進剤（Ｆ）を含有するエポキシ樹脂組成物で
あって、該エポキシ樹脂組成物の１７５℃でのスパイラスフローが５０ｃｍ以上であり、
該エポキシ樹脂組成物の１７５℃における測定開始後３０秒のキュラストトルク値が１０
Ｎ・ｍ以上であることを特徴とする。
【０００７】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、前記鱗片状無機充填材（Ｅ）のアスペクト比が２以上
、１０以下であるものとすることができる。
【０００８】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、前記鱗片状無機充填材（Ｅ）がカップリング剤で表面
処理されているものとすることができる。
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【０００９】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、前記結晶性エポキシ樹脂（Ａ）が下記一般式（１）で
表される化合物、下記一般式（２）で表される化合物及び下記一般式（３）で表される化
合物の中から選択される少なくとも一種であるものとすることができる。
【００１０】
【化１】

（ただし、上記一般式（１）において、Ｒ１は炭素数１～６のアルキル基の中から選択さ
れる基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ａは０～４の整数で
ある。）
【００１１】
【化２】

（ただし、上記一般式（２）において、Ｒ２は炭素数１～６のアルキル基の中から選択さ
れる基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ｂは０～４の整数で
ある。－Ｘ－は－Ｃ（Ｒ３）２－、－Ｏ－、－Ｓ－の中から選択される基である。Ｒ３は
水素原子、又は炭素数１～６のアルキル基の中から選択される基であり、それらは互いに
同一であっても異なっていてもよい。）
【００１２】

【化３】

（ただし、上記一般式（３）において、Ｒ４は炭素数１～６のアルキル基の中から選択さ
れる基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ｃは０～４の整数で
ある。）
【００１３】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、前記多官能エポキシ樹脂（Ｂ）が下記一般式（４）で
表される化合物、下記一般式（５）で表される化合物及び下記一般式（６）で表される化
合物の中から選択される少なくとも一種であるものとすることができる。
【００１４】
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【化４】

（ただし、上記一般式（４）において、Ｒ５は炭素数１～６のアルキル基の中から選択さ
れる基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ｄは０～４の整数で
ある。ｎ４の平均値は０又は１０以下の正数である。）
【００１５】
【化５】

（ただし、上記一般式（５）において、ｅは１、ｆは１又は０、Ｒ６は水素原子、炭素数
１～４のアルキル基の中から選択される基、又はフェニル基であり、Ｇはグリシジル基を
示す。
【００１６】
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【化６】

（ただし、上記一般式（６）において、Ｒ７は炭素数１～６のアルキル基の中から選択さ
れる基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ｇは０～４の整数で
ある。）
【００１７】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、前記結晶性エポキシ樹脂（Ａ）と多官能エポキシ樹脂
（Ｂ）の合計量に対する多官能エポキシ樹脂（Ｂ）の配合割合（Ｂ）／｛（Ａ）＋（Ｂ）
｝が質量比で０．６以上、０．９以下であるものとすることができる。
【００１８】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、前記結晶性エポキシ樹脂（Ａ）と多官能エポキシ樹脂
（Ｂ）とを予備混合した後、他の成分と混合及び／又は溶融混練して得られるものとする
ことができる。
【００１９】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、前記多官能フェノール樹脂（Ｃ）が下記一般式（７）
で表される化合物及び下記一般式（８）で表される化合物の中から選択される少なくとも
一種であるものとすることができる。
【００２０】
【化７】

（ただし、上記一般式（７）において、Ｒ８は炭素数１～６のアルキル基の中から選択さ
れる基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ｈは０～４の整数で
ある。ｎ７の平均値は０又は１０以下の正数である。）
【００２１】
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【化８】

（ただし、上記一般式（８）において、Ｒ９は炭素数１～６のアルキル基の中から選択さ
れる基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ｉは０～４の整数で
ある。）
【００２２】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、前記硬化促進剤（Ｆ）が下記一般式（９）で表される
、ホスフィン化合物とフェノール化合物の付加物であるものとすることができる。
【００２３】
【化９】

（ただし、上記一般式（９）において、Ｘは炭素数１～３のアルキル基の中から選択され
る基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。Ｙはヒドロキシル基で
あり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ｊ、ｋは１～３の整数である
。）
【００２４】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、前記硬化促進剤（Ｆ）が、下記式（１０）で表される
化合物、下記式（１１）で表される化合物の中から選ばれる少なくとも一種であるものと
することができる。
【００２５】
【化１０】
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【００２６】
【化１１】

【００２７】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、更に芳香環を構成する２個以上の隣接する炭素原子に
それぞれ水酸基が結合した化合物（Ｇ）を含むものとすることができる。
【００２８】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、前記鱗片状無機充填材（Ｅ）がガラスフレークである
ものとすることができる。
【００２９】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、前記ガラスフレークの組成が硼珪酸ガラスであるもの
とすることができる。
【００３０】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、前記鱗片状無機充填材（Ｅ）の全エポキシ樹脂組成物
に対する配合割合が１０質量％以上、７０質量％以下であるものとすることができる。
【００３１】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、前記球状無機充填材（Ｄ）と前記鱗片状無機充填材（
Ｅ）の合計量に対する前記鱗片状無機充填材（Ｅ）の配合割合（Ｅ）／｛（Ｄ）＋（Ｅ）
｝が０．１以上、０．８以下であるものとすることができる。
【００３２】
　本発明の半導体装置は、上述のエポキシ樹脂組成物の硬化物を有することを特徴とする
。
【発明の効果】
【００３３】
　本発明は、低反り性や平滑性が要求される半導体装置、特に基板の片面に樹脂層が形成
されたエリア実装型半導体装置等に用いた場合、成形後や半田処理時の反りが小さく、耐
半田性に優れ、かつ生産性にも優れたエポキシ樹脂組成物、並びに信頼性に優れた半導体
装置を得ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３４】
　以下、本発明のエポキシ樹脂組成物及び半導体装置について詳細に説明する。
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、融点が３０℃以上、１５０℃以下である結晶性エポキ
シ樹脂（Ａ）、多官能エポキシ樹脂（Ｂ）、多官能フェノール樹脂（Ｃ）、球状無機充填
材（Ｄ）、鱗片状無機充填材（Ｅ）、硬化促進剤（Ｆ）を含有するエポキシ樹脂組成物で
あって、該エポキシ樹脂組成物の１７５℃でのスパイラスフローが５０ｃｍ以上であり、
該エポキシ樹脂組成物の１７５℃における測定開始後３０秒のキュラストトルク値が１０
Ｎ・ｍ以上であることを特徴とする。
　また、本発明の半導体装置は、上述のエポキシ樹脂組成物の硬化物を有することを特徴
とする。
【００３５】
　まず、本発明のエポキシ樹脂組成物について説明する。
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、結晶性エポキシ樹脂（Ａ）を含む。本発明で用いられ
る結晶性エポキシ樹脂（Ａ）は成形時の流動性を発現させるために用いる。公知の結晶性
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５０℃以下の範囲であるものが好ましい。上記下限値以上のものであれば、エポキシ樹脂
組成物の製造時において搬送装置等への付着、タブレット同士の固着といった不具合を引
き起こさず、安定した生産が可能となる。また、上記上限値以下のものであれば、エポキ
シ樹脂組成物の溶融時に樹脂の溶解が不均一になることがなく、均質な樹脂組成物を得る
ことができる。
【００３６】
　本発明で用いられる結晶性のエポキシ樹脂（Ａ）としては、特に限定するものではない
が、例えば、ビフェニル型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノ
ールＦ型エポキシ樹脂、硫黄原子含有型エポキシ樹脂、スチルベン型エポキシ樹脂、ハイ
ドロキノン型エポキシ樹脂、ナフタレン型エポキシ樹脂等が挙げられ、これらは１種類を
単独で用いても２種以上を併用してもよい。これらの中でも下記一般式（１）で表される
化合物、下記一般式（２）で表される化合物及び下記一般式（３）で表される化合物は工
業的にも入手可能で本発明に好適に用いられる。その中でも特に好ましい樹脂としては下
記一般式（１）で表される化合物又は下記一般式（２）で表される化合物が挙げられる。
これにより、流動性を特に向上させることができる。
【００３７】
【化１】

（ただし、上記一般式（１）において、Ｒ１は炭素数１～６のアルキル基の中から選択さ
れる基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ａは０～４の整数で
ある。）
【００３８】

【化２】

（ただし、上記一般式（２）において、Ｒ２は炭素数１～６のアルキル基の中から選択さ
れる基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ｂは０～４の整数で
ある。－Ｘ－は－Ｃ（Ｒ３）２－、－Ｏ－、－Ｓ－の中から選択される基である。Ｒ３は
水素原子、又は炭素数１～６のアルキル基の中から選択される基であり、それらは互いに
同一であっても異なっていてもよい。）
【００３９】
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【化３】

（ただし、上記一般式（３）において、Ｒ４は炭素数１～６のアルキル基の中から選択さ
れる基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ｃは０～４の整数で
ある。）
【００４０】
　本発明で用いられる結晶性エポキシ樹脂（Ａ）の配合割合としては、特に限定されない
が、全エポキシ樹脂組成物中に、１質量％以上、５質量％以下であることが好ましく、１
．２質量％以上、３質量％以下であることがより好ましい。結晶性エポキシ樹脂（Ａ）の
配合割合が上記範囲内であると、流動性を向上させる効果を得ることができる。
【００４１】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、多官能エポキシ樹脂（Ｂ）を含む。本発明で用いられ
る多官能エポキシ樹脂（Ｂ）は、繰り返し単位構造を含まないもの、繰り返し単位構造を
含むもののいずれであってもよく、繰り返し単位構造を含まないものの場合は１分子当り
三個以上のエポキシ基を有するものであり、繰り返し単位構造を含むものの場合はその繰
り返し単位ｎを０と仮定した場合であっても１分子当り三個以上のエポキシ基を有するも
のである。即ち、オルソクレゾールノボラック型エポキシ樹脂のようなものは含まないも
のである。多官能エポキシ樹脂（Ｂ）を用いることにより、反りの改善の手段として有効
となる、樹脂硬化物のガラス転移温度を上げることができる。
【００４２】
　本発明で用いられる多官能エポキシ樹脂（Ｂ）としては、特に限定するものではないが
、例えば、トリフェノールメタン型エポキシ樹脂、ナフタレン二量体型エポキシ樹脂、ア
ルキル変性トリフェノールメタン型エポキシ樹脂等が挙げられ、これらは１種類を単独で
用いても２種以上を併用してもよい。これらの中で好ましい例としては、下記一般式（４
）で表される化合物、下記一般式（５）で表される化合物及び下記一般式（６）で表され
る化合物が工業的に入手可能であり本発明に好適である。
【００４３】
【化４】

（ただし、上記一般式（４）において、Ｒ５は炭素数１～６のアルキル基の中から選択さ
れる基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ｄは０～４の整数で



(15) JP 2010-77303 A 2010.4.8

10

20

30

40

50

ある。ｎ４の平均値は０又は１０以下の正数である。）
【００４４】
【化５】

（ただし、上記一般式（５）において、ｅは１、ｆは１又は０、Ｒ６は水素原子、炭素数
１～４のアルキル基の中から選択される基、又はフェニル基であり、Ｇはグリシジル基を
示す。
【００４５】

【化６】

（ただし、上記一般式（６）において、Ｒ７は炭素数１～６のアルキル基の中から選択さ
れる基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ｇは０～４の整数で
ある。）
【００４６】
　本発明で用いられる多官能エポキシ樹脂（Ｂ）の配合割合としては、特に限定されない
が、全エポキシ樹脂組成物中に、３質量％以上、１５質量％以下であることが好ましく、
４質量％以上、１２質量％以下であることがより好ましい。多官能エポキシ樹脂（Ｂ）の
配合割合が上記範囲内であると、低反り性を向上させる効果を得ることができる。
【００４７】
　本発明で用いられる結晶性エポキシ樹脂（Ａ）と多官能エポキシ樹脂（Ｂ）との好まし
い配合割合は、結晶性エポキシ樹脂（Ａ）と多官能エポキシ樹脂（Ｂ）の合計量に対する
多官能エポキシ樹脂（Ｂ）の配合割合（Ｂ）／｛（Ａ）＋（Ｂ）｝が質量比で０．６以上
、０．９以下であることが好ましく、０．７以上、０．８以下であることがより好ましい
。上記上限値以下であると、成形時の粘度が適正な範囲となり、良好な成形性が得られる
。また、上記下限値以上であると、ガラス転移温度が適正な範囲となり、充分な低反り効
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【００４８】
　また、結晶性エポキシ樹脂（Ａ）と多官能エポキシ樹脂（Ｂ）とを併用することにより
得られる本発明の効果を損なわない範囲で、更に公知のエポキシ樹脂を添加することも可
能である。その例としては、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、クレゾールノボラッ
ク型エポキシ樹脂、フェノールアラルキル型エポキシ樹脂、ナフトールノボラック型エポ
キシ樹脂、ナフトールアラルキル型エポキシ樹脂、アントラセン系エポキシ樹脂、トリア
ジン核含有エポキシ樹脂、ジシクロペンタジエン変性フェノール型エポキシ樹脂、等が挙
げられ、これらは１種類を単独で用いても２種以上を併用してもよい。
【００４９】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、多官能フェノール樹脂（Ｃ）を含む。本発明で用いら
れる多官能フェノール樹脂（Ｃ）は、繰り返し単位構造を含まないもの、繰り返し単位構
造を含むもののいずれであってもよく、繰り返し単位構造を含まないものの場合は１分子
当り三個以上のエポキシ基を有するものであり、繰り返し単位構造を含むものの場合はそ
の繰り返し単位ｎを０と仮定した場合であっても１分子当り三個以上のフェノール性水酸
基を有するものである。即ち、フェノールノボラック樹脂のようなものは含まないもので
ある。多官能フェノール樹脂（Ｃ）を用いることにより、前記多官能エポキシ樹脂（Ｂ）
と同様にガラス転移温度を上げることができ、それによって反り改善の効果を得ることが
できる。
【００５０】
　本発明で用いられる多官能フェノール樹脂（Ｃ）としては、特に限定するものではない
が、例えば、トリフェノールメタン型フェノール樹脂、アルキル変性トリフェノールメタ
ン型フェノール樹脂等が挙げられ、これらは１種類を単独で用いても２種以上を併用して
もよい。これらの中で好ましい例としては、下記一般式（７）で表される化合物、下記一
般式（８）で表される化合物が挙げられる。これらは工業的に入手可能であり、目的を達
成させるために好適である。
【００５１】
【化７】

（ただし、上記一般式（７）において、Ｒ８は炭素数１～６のアルキル基の中から選択さ
れる基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ｈは０～４の整数で
ある。ｎ７の平均値は０又は１０以下の正数である。）
【００５２】
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【化８】

（ただし、上記一般式（８）において、Ｒ９は炭素数１～６のアルキル基の中から選択さ
れる基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ｉは０～４の整数で
ある。）
【００５３】
　本発明で用いられる多官能フェノール樹脂（Ｃ）の配合割合としては、特に限定されな
いが、全エポキシ樹脂組成物中に、２質量％以上、１０質量％以下であることが好ましく
、３質量％以上、８質量％以下であることがより好ましい。多官能フェノール樹脂（Ｃ）
の配合割合が上記範囲内であると、低反り性を向上させる効果を得ることができる。
【００５４】
　また、多官能フェノール樹脂（Ｃ）を用いることにより得られる本発明の効果を損なわ
ない範囲で、更に公知のフェノール樹脂を添加することも可能である。その例としては、
フェノールノボラック樹脂、クレゾールノボラック樹脂、ジシクロペンタジエン変性フェ
ノール樹脂、テルペン変性フェノール樹脂、フェノールアラルキル樹脂（フェニレン骨格
、ビフェニレン骨格等を有する）、ナフトールノボラック樹脂、ナフトールアラルキル樹
脂（フェニレン骨格、ビフェニレン骨格等を有する）、硫黄原子含有型フェノール樹脂等
が挙げられ、これらは１種類を単独で用いても２種以上を併用してもよい。
【００５５】
　本発明のエポキシ樹脂組成物においては、全エポキシ樹脂と全フェノール樹脂との配合
割合としては、エポキシ樹脂全体のエポキシ基数（ＥＰ）とフェノール樹脂全体のフェノ
ール性水酸基数（ＯＨ）との当量比（ＥＰ）／（ＯＨ）が０．８以上、１．３以下である
ことが好ましい。当量比がこの範囲であると、エポキシ樹脂組成物の成形時に充分な硬化
性を得ることができる。また、当量比がこの範囲であると、ガラス転移温度が適正な範囲
となり樹脂硬化物における良好な物性を得ることができる。
【００５６】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、球状無機充填材（Ｄ）を含む。球状無機充填材（Ｄ）
の添加により、線膨張係数の低下、機械強度の向上、耐湿性、流動性の向上を図ることが
できる。その例としては、絶縁性の球状無機充填材であれば公知のものを使用することが
できるが、より好ましい例として、球状溶融シリカ、球状アルミナ等が挙げられる。これ
らの球状無機充填材（Ｄ）は、１種類を単独で用いても２種類以上を併用してもよい。
【００５７】
　本発明で用いられる球状無機充填材（Ｄ）の配合割合としては、特に限定されないが、
全エポキシ樹脂組成物中に、１０質量％以上、８５質量％以下であることが好ましく、１
５質量％以上、８０質量％以下であることがより好ましい。球状無機充填材（Ｄ）の配合
割合が上記範囲内であると、充分な流動性を保持しつつ、機械強度、耐湿性を向上させる
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効果を得ることができる。
【００５８】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、鱗片状無機充填材（Ｅ）を含む。本発明で用いられる
鱗片状無機充填材（Ｅ）は、粒子形状においてアスペクト比の下限値が２以上であること
が好ましく、２．５以上であることがより好ましい。また、アスペクト比の上限値が１０
以下であることが好ましく、５以下であることがより好ましい。尚、アスペクト比とは、
平均厚みと平均粒径より、平均粒径／平均厚みで求めた値である。平均厚みについては、
例えば、水面単粒子膜法により測定されるフレークの水面での占有面積を用いて算出する
ことができる（特開平９－４８６１３号公報の段落００２３～００２４参照。）。また、
平均粒径については、例えば、市販のレーザー式粒度分布計（例えば、（株）島津製作所
製、ＳＡＬＤ－７０００等）で測定したモード径を用いることができる。上記下限値以上
であると、樹脂硬化物の線膨張係数を低下させることで低反り性を向上させる効果を得る
ことができる。また、アスペクト比が上記上限値以下であると、樹脂組成物の成形時の粘
度が過度に上昇することがなく、成形不良を引き起こす恐れが少ない。
【００５９】
　本発明で用いられる鱗片状無機充填材（Ｅ）としては、特に限定するものではないが、
例えば、ガラスフレークやガラスファイバー、又はマイカ、クレー等の粘土鉱物が挙げら
れる。粉砕した場合のアスペクト比の算出に用いる。更に好ましくはガラスフレークであ
り、その中で硼珪酸ガラスは線膨張係数を低下させ、強度を向上させるために特に効果が
ある。このような鱗片状無機充填材（Ｅ）は、市販品をそのまま、又は必要により粉砕し
たものを用いることができる。市販品をそのまま用いる場合のアスペクト比については、
市販品メーカーのデータを用いることができる。また、市販品を粉砕して用いる場合のア
スペクト比については、平均厚みとして市販品メーカーのデータを用い、平均粒径として
市販のレーザー式粒度分布計（例えば、（株）島津製作所製、ＳＡＬＤ－７０００等）で
測定したモード径を用いることにより算出することができる。
【００６０】
　鱗片状無機充填材（Ｅ）は、上述のアスペクト比の範囲とした場合であっても、なお、
その形状に起因して樹脂との接触抵抗が大きいため、エポキシ樹脂組成物が溶融したとき
の流動性が低下する傾向にある。また、硼珪酸ガラス製のガラスフレークを用いる場合に
は、エポキシ樹脂組成物の硬化性が低下する傾向にある。本発明では、鱗片状無機充填材
（Ｅ）の表面をカップリング剤で表面処理することにより、上記のような流動性、硬化性
における不具合点を大幅に向上させることが可能である。
【００６１】
　鱗片状無機充填材（Ｅ）の表面処理に使用するカップリング剤としては、公知のものを
使用することができる。その例としては、γ－アミノプロピルトリエトキシシラン、γ－
アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－β（アミノエチル）γ－アミノプロピルトリメ
トキシシラン、Ｎ－β（アミノエチル）γ－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、Ｎ
－フェニルγ－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－フェニルγ－アミノプロピルト
リメトキシシラン、Ｎ－β（アミノエチル）γ－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ
－６－（アミノヘキシル）３－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－（３－（トリメ
トキシシリルプロピル）－１，３－ベンゼンジメタナン、γ－グリシドキシプロピルトリ
エトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロ
ピルメチルジメトキシシラン、β－（３，４エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキ
シシラン、メチルトリメトキシシランン、γ－ウレイドプロピルトリエトキシシラン、ビ
ニルトリエトキシシランなどが挙げられる。その中でもアミノシラン系カップリング剤で
処理することが流動性、硬化性改善のためより好ましい。
【００６２】
　このようなカップリング剤で処理された鱗片状無機充填材（Ｅ）は工業的にも入手する
ことができ、例えば日本板硝子株式会社製ＲＥＦ－０１５Ａ（アミノシラン処理）などが
挙げられる。また、カップリング剤で処理された鱗片状無機充填材（Ｅ）は、工業的に入
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手することができる未処理の鱗片状無機充填材（Ｅ）、例えば日本板硝子株式会社製ＲＥ
Ｆ－０１５を、噴霧処理、気相処理、混合処理等の方法により、前記カップリング剤で表
面処理することによって得ることもできる。
【００６３】
　本発明で用いられる鱗片状無機充填材（Ｅ）の配合割合としては、特に限定されないが
、全エポキシ樹脂組成物中に、１０質量％以上、７０質量％以下であることが好ましく、
１５質量％以上、６０質量％以下であることがより好ましい。鱗片状無機充填材（Ｅ）の
配合割合が上記範囲内であると、充分な流動性を保持しつつ、線膨張係数を低下させ、低
反り性を向上させる効果を得ることができる。
【００６４】
　本発明で用いられる球状無機充填材（Ｄ）と鱗片状無機充填材（Ｅ）の合計量に対する
鱗片状無機充填材（Ｅ）の含有割合（Ｅ）／｛（Ｄ）＋（Ｅ）｝が０．１以上、０．８以
下であることが好ましく、０．２以上、０．７以下であることより好ましい。上記上限値
以下であると、エポキシ樹脂組成物の溶融粘度を適正な範囲とすることができる。また、
上記下限値以上であると、線膨張係数を低下させ、低反り性を向上させる効果を充分に得
ることができる。
【００６５】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、硬化促進剤（Ｆ）を含む。本発明で用いられる硬化促
進剤（Ｆ）は、エポキシ樹脂とフェノール樹脂との架橋反応を促進するものであれば公知
のものを使用することができる。例えば、１，８－ジアザビシクロ（５，４，０）ウンデ
セン－７等のジアザビシクロアルケン及びその誘導体；トリフェニルホスフィン、メチル
ジフェニルホスフィン等の有機ホスフィン類；２－メチルイミダゾール等のイミダゾール
化合物；テトラフェニルホスホニウム・テトラフェニルボレート等のテトラ置換ホスホニ
ウム・テトラ置換ボレート等が挙げられるが、これらは１種類を単独で用いても、２種類
以上を併用しても差し支えない。流動性と硬化性のバランスの点を考慮すると、下記一般
式（９）で表される有機ホスフィン化合物とフェノールの付加物が好ましく、下記式（１
０）で表される化合物、下記式（１１）で表される化合物がより好ましい。
【００６６】

【化９】

（ただし、上記一般式（９）において、Ｘは炭素数１～３のアルキル基の中から選択され
る基であり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。Ｙはヒドロキシル基で
あり、それらは互いに同一であっても異なっていてもよい。ｊ、ｋは１～３の整数である
。）
【００６７】
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【化１０】

【００６８】
【化１１】

【００６９】
　また、本発明のエポキシ樹脂組成物は、必要に応じて、芳香環を構成する２個以上の隣
接する炭素原子にそれぞれ水酸基が結合した化合物（Ｇ）（以下、単に「化合物（Ｇ）」
ともいう。）を用いることもできる。本発明で用いることができる化合物（Ｇ）は、エポ
キシ樹脂組成物の粘度を下げ、流動性を向上させる効果を有する。本発明で用いることが
できる化合物（Ｇ）は、特に限定するものではなく、また水酸基以外の置換基を有してい
てもよく、例えば、下記一般式（１２）で表される化合物、下記一般式（１３）で表され
る化合物等が挙げられる。
【００７０】
【化１２】

（上記一般式（１２）において、Ｒ１０、Ｒ１４はどちらか一方が水酸基であり、片方が
水酸基のとき他方は水素、水酸基又は水酸基以外の置換基である。Ｒ１１、Ｒ１２、Ｒ１
３は水素、水酸基又は水酸基以外の置換基である。）
【００７１】
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【化１３】

（上記一般式（１３）において、Ｒ１５、Ｒ２１はどちらか一方が水酸基であり、片方が
水酸基のとき他方は水素、水酸基又は水酸基以外の置換基である。Ｒ１６、Ｒ１７、Ｒ１
８、Ｒ１９、Ｒ２０は水素、水酸基又は水酸基以外の置換基である。）
【００７２】
　一般式（１２）で表される化合物の具体例としては、例えば、カテコール、ピロガロー
ル、没食子酸、没食子酸エステル又はこれらの誘導体が挙げられる。また、一般式（１３
）で表される化合物の具体例としては、例えば、１，２－ジヒドロキシナフタレン、２，
３－ジヒドロキシナフタレンおよびこれらの誘導体が挙げられる。これらのうち、流動性
と硬化性の制御のしやすさから、芳香環を構成する２個の隣接する炭素原子にそれぞれ水
酸基が結合した化合物が好ましい。また、混練工程での揮発を考慮した場合には、母核は
低揮発性で秤量安定性の高いナフタレン環である化合物とすることがより好ましい。流動
性と硬化性の制御のしやすさ、及び混練工程での揮発の双方を考慮した場合には、例えば
、１，２－ジヒドロキシナフタレン、２，３－ジヒドロキシナフタレンおよびその誘導体
等のナフタレン環を構成する２個の隣接する炭素原子にそれぞれ水酸基が結合した化合物
とすることができる。これらの化合物（Ｇ）は、１種類を単独で用いても２種以上を併用
してもよい。
【００７３】
　また、本発明のエポキシ樹脂組成物は、必要に応じて、鱗片状無機充填材（Ｅ）の表面
処理に用いたカップリング剤と同様のカップリング剤を別途に用いることもできる。カッ
プリング剤は、樹脂マトリックスと無機充填材との界面強度を向上させる効果を有する。
これらのカップリング剤は、本発明のエポキシ樹脂組成物の原料成分を、ミキサー等を用
いて均一に混合する際に添加することができるが、その際、予め水又は酸もしくはアルカ
リを添加して加水分解処理して用いてもよい。また、これらを予め球状無機充填材（Ｄ）
に表面処理して用いてもよい。
【００７４】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、上記（Ａ）～（Ｇ）成分、（Ｅ）成分の表面処理に用
いるカップリング剤、その他のカップリング剤以外に、さらに必要に応じて、カーボンブ
ラックに代表される着色剤；天然ワックス及び合成ワックス等の離型剤；低応力性を発現
させるための低応力剤；難燃剤等が適宜配合可能である。
【００７５】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、１７５℃でのスパイラスフローが５０ｃｍ以上である
ことが好ましく、６０ｃｍ以上であることがより好ましい。スパイラルフローは成形時の
流動性を示す指標であり、ＥＭＭＩ－１－６６に従って測定することができる。１７５℃
でのスパイラスフロー値が上記範囲内であれば、成形時に未充填が発生したり、ワイヤー
流れ等の不具合が発生したりする恐れが少ない。１７５℃でのスパイラスフロー値を上記
範囲とするには、融点が３０℃以上、１５０℃以下である結晶性エポキシ樹脂（Ａ）、多
官能エポキシ樹脂（Ｂ）、多官能フェノール樹脂（Ｃ）、球状無機充填材（Ｄ）、鱗片状
無機充填材（Ｅ）、硬化促進剤（Ｆ）の種類と配合割合を調整することで達成される。特
に結晶性エポキシ樹脂（Ａ）と多官能エポキシ樹脂（Ｂ）の配合割合、球状無機充填材（
Ｄ）と鱗片状無機充填材（Ｅ）の配合割合、鱗片状無機充填材（Ｅ）の形状等の選択が重
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要である。また、鱗片状無機充填材（Ｅ）の表面がカップリング剤で表面処理されている
か否かも重要である。更に、エポキシ樹脂組成物の成形時の流動性に影響を与え得る硬化
促進剤（Ｆ）、芳香環を構成する２個以上の隣接する炭素原子にそれぞれ水酸基が結合し
た化合物（Ｇ）等を適宜選択して配合することによって、これらの特性を調整することが
できる。
【００７６】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、１７５℃における測定開始後３０秒のキュラストトル
ク値が１０Ｎ・ｍ以上であることが好ましく、１５Ｎ・ｍ以上であることがより好ましい
。キュラストトルクは成形時の硬化性を示す指標であり、例えば、（株）オリエンテック
製、ＪＳＲキュラストメータＩＶＰＳ型を用いて測定することができる。１７５℃におけ
る測定開始後３０秒のキュラストトルク値が上記範囲内であれば、脱型時に離型不良が発
生したり、成形品の変形が発生したりする恐れが少ない。１７５℃における測定開始後３
０秒のキュラストトルク値を上記範囲とするには、融点が３０℃以上、１５０℃以下であ
る結晶性エポキシ樹脂（Ａ）、多官能エポキシ樹脂（Ｂ）、多官能フェノール樹脂（Ｃ）
、球状無機充填材（Ｄ）、鱗片状無機充填材（Ｅ）、硬化促進剤（Ｆ）の種類と配合割合
を調整することで達成される。特に、球状無機充填材（Ｄ）と鱗片状無機充填材（Ｅ）の
配合割合、鱗片状無機充填材（Ｅ）の形状等の選択が重要である。また、鱗片状無機充填
材（Ｅ）の表面がカップリング剤で表面処理されているか否かも重要である。更に、エポ
キシ樹脂組成物の成形時の硬化性に影響を与え得る硬化促進剤（Ｆ）、芳香環を構成する
２個以上の隣接する炭素原子にそれぞれ水酸基が結合した化合物（Ｇ）等を適宜選択して
配合することによって、これらの特性を調整することができる。
【００７７】
　また、本発明のエポキシ樹脂組成物は、各原料成分を、ミキサー等を用いて充分に均一
に混合したもの、その後、さらに加熱ニーダ、熱ロール、押出機等の混練機により加熱混
練し、続いて冷却、粉砕したものなど、必要に応じて適宜分散度や流動性等を調整したも
のを用いることができる。
【００７８】
　次に、本発明の半導体装置について説明する。
　本発明のエポキシ樹脂組成物を用いて半導体装置を製造するには、トランスファーモー
ルド、コンプレッションモールド、インジェクションモールド等の従来からの成形方法で
硬化成形すればよい。
【００７９】
　本発明の半導体装置の形態としては、特に限定されないが、例えば、デュアル・インラ
イン・パッケージ（ＤＩＰ）、プラスチック・リード付きチップ・キャリヤ（ＰＬＣＣ）
、クワッド・フラット・パッケージ（ＱＦＰ）、スモール・アウトライン・パッケージ（
ＳＯＰ）、スモール・アウトライン・Ｊリード・パッケージ（ＳＯＪ）、薄型スモール・
アウトライン・パッケージ（ＴＳＯＰ）、薄型クワッド・フラット・パッケージ（ＴＱＦ
Ｐ）、テープ・キャリア・パッケージ（ＴＣＰ）、ボール・グリッド・アレイ（ＢＧＡ）
、チップ・サイズ・パッケージ（ＣＳＰ）、フリップチップＢＧＡ、クワッド・フラット
・ノンリードパッケージ（ＱＦＮ）等が挙げられる。これらの中でも、低反り性や平滑性
が要求される半導体装置としては、ＢＧＡ、ＣＳＰ、フリップチップＢＧＡ等のエリア実
装型半導体装置等が挙げられる。
　上記トランスファーモールドなどの成形方法で封止された半導体装置は、そのまま、或
いは８０℃から２００℃程度の温度で、１０分から１０時間程度の時間をかけて完全硬化
させた後、電子機器等に搭載される。
【実施例】
【００８０】
　以下、本発明を実施例で具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されるものではな
い。配合割合は質量部とする。
【００８１】
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　実施例、比較例で用いた成分について下記に示す。
（エポキシ樹脂）
　エポキシ樹脂１：ジャパンエポキシレジン（株）製、ＹＬ－６６７７。一般式（１）で
表される化合物においてａ＝０である化合物を主成分とするエポキシ樹脂（融点１１０℃
）２５質量％と、一般式（４）で表される化合物においてｄ＝０である化合物を主成分と
するエポキシ樹脂７５質量％と、の混合物。融点５０℃、エポキシ当量１６３。）
【化１】

【化４】

【００８２】
　エポキシ樹脂２：ＤＩＣ（株）製、ＨＰ－４７７０。一般式（５）で表される化合物に
おいて、ｅ＝０、ｆ＝０でＲ６が水素原子である化合物（融点１４０℃）５０質量％と、
ｅ＝１、ｆ＝０でＲ６が水素原子である化合物４０質量％と、ｅ＝１、ｆ＝１でＲ６が水
素原子である化合物１０質量％と、の混合物。軟化点７２℃、エポキシ当量２０５。
【化５】

【００８３】
　エポキシ樹脂３：ジャパンエポキシレジン（株）製、ＹＬ－６１２１Ｈ。一般式（１）
で表される化合物において、ａ＝１でＲ１－がＣＨ３－である化合物５０質量％と、ａ＝
０である化合物５０質量％と、の混合物。融点１１０℃、エポキシ当量１７１。
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【化１】

【００８４】
　エポキシ樹脂４：ジャパンエポキシレジン（株）製、ＹＬ－６８１０。一般式（２）で
表される化合物においてｂ＝０で－Ｘ－が－Ｃ（ＣＨ３）２－である化合物を主成分とす
るエポキシ樹脂。融点４７℃、エポキシ当量１７２。
【化２】

【００８５】
　エポキシ樹脂５：東都化成（株）製、ＹＤＣ１３１２。一般式（１４）で表される化合
物を主成分とするエポキシ樹脂。融点１４０℃、エポキシ当量１７８。
【化１４】

【００８６】
　エポキシ樹脂６：ジャパンエポキシレジン（株）製、Ｅ－１０３２Ｈ６０。一般式（４
）で表される化合物においてｄ＝０である化合物を主成分とするエポキシ樹脂。軟化点５
８℃、エポキシ当量１７１。
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【化４】

【００８７】
（フェノール樹脂）
　フェノール樹脂１：明和化成（株）製、ＭＥＨ７５００。一般式（７）で表される化合
物においてｈ＝０である化合物を主成分とするフェノール樹脂。軟化点１１０℃、水酸基
当量９７。
【化７】

【００８８】
　フェノール樹脂２：住友ベークライト（株）製、ＰＲ－ＨＦ－３。フェノールノボラッ
ク樹脂。軟化点８０℃、水酸基当量１０５。
【００８９】
（無機充填材）
　球状無機充填剤１：球状溶融シリカ（マイクロン（株）製、Ｓ３０－７１。平均粒子径
２５μｍ。）
　鱗片状無機充填材１：ガラスフレーク１（日本板硝子（株）製、ＲＥＦ－０１５Ａ。組
成：硼珪酸ガラス。平均粒径１５μｍ、平均厚み５μｍ、アスペクト比３。アミノシラン
処理品。）
　鱗片状無機充填材２：ガラスフレーク２（日本板硝子（株）製、ＲＥＦＧ－３０１。組
成：硼珪酸ガラス。平均粒径５μｍ、平均厚み０．５μｍ、アスペクト比１０。エポキシ
シラン処理品。）
　鱗片状無機充填材３：ガラスフレーク３（日本板硝子（株）製、ＲＥＦＧ－３０２。組
成：硼珪酸ガラス。平均粒径５μｍ、平均厚み０．６μｍ、アスペクト比８．３。ウレイ
ドシラン処理品。）
　鱗片状無機充填材４：ガラスフレーク４（日本板硝子（株）製、ＲＥＦ－０１５。組成
：硼珪酸ガラス。平均粒径１５μｍ、平均厚み５μｍ、アスペクト比３。シラン処理無し
品。）
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　鱗片状無機充填材５：マイカ（コープケミカル（株）製、ＭＥ－１００。平均粒径６μ
ｍ、平均厚み０．３μｍ、アスペクト比２０。シラン処理無し品。）
【００９０】
（硬化促進剤）
　硬化促進剤１：式（１０）で表される化合物
　硬化促進剤２：式（１１）で表される化合物
　硬化促進剤３：トリフェニルホスフィン
【００９１】
（その他の添加剤）
　化合物Ｇ１：２，３－ジヒドロキシナフタレン
　カップリング剤１：３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン
　着色剤１：カーボンブラック
　離型剤１：カルナバワックス
【００９２】
　実施例１
　エポキシ樹脂１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９．２５質量部
　フェノール樹脂１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．５０質量部
　球状無機充填材１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６４質量部
　鱗片状無機充填材１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０量部
　硬化促進剤２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．４５質量部
　カップリング剤１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３質量部
　着色剤１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３質量部
　離型剤１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．２質量部
【００９３】
　上記の各成分を常温においてミキサーで混合し、７０～１２０℃で加熱ロールにより混
練し、冷却後粉砕してエポキシ樹脂組成物を得た。得られたエポキシ樹脂組成物を以下の
方法で評価した。評価結果を表１に示す。
【００９４】
　評価方法
　スパイラルフロー：低圧トランスファー成形機（コータキ精機（株）製、ＫＴＳ－１５
）を用いて、ＥＭＭＩ－１－６６に準じたスパイラルフロー測定用の金型に、金型温度１
７５℃、注入圧力６．９ＭＰａ、保圧時間１２０秒の条件でエポキシ樹脂組成物を注入し
、流動長を測定した。スパイラルフローは、流動性のパラメータであり、数値が大きい方
が、流動性が良好である。単位はｃｍである。
【００９５】
　キュラストメータートルク：キュラストメータ（（株）オリエンテック製、ＪＳＲキュ
ラストメータＩＶＰＳ型）を用い、金型温度１７５℃、加熱開始３０秒後のトルクを求め
た。キュラストメータにおけるトルクは硬化性のパラメータであり、速硬化性の観点では
数値の大きい方が良好である。単位はＮ・ｍ。
【００９６】
　ガラス転移温度Ｔｇ、線膨張係数α１（Ｔｇより低い温度域における線膨張係数）、α
２（Ｔｇより高い温度域における線膨張係数）：低圧トランスファー成形機（藤和精機（
株）製、ＴＥＰ－５０－３０）を用いて、金型温度１７５℃、注入圧力７．４ＭＰａ、硬
化時間１２０秒の条件下で、樹脂組成物を注入成形して、幅４ｍｍ、厚さ３ｍｍ、長さ１
５ｍｍの試験片を作製した。得られた試験片を後硬化として１７５℃で４時間及び２００
℃で４時間加熱処理した。室温まで冷却後、熱機械分析装置（セイコー電子（株）製、Ｔ
ＭＡ－１２０）を用いて、試験片の長さ方向について、圧縮荷重５g、昇温速度５℃／分
、温度範囲－６５～３００℃で測定した。Ｔｇは測定によって得られる温度と試料寸法と
のグラフにおける３０℃での接線と２８０℃での接線の交点とした。また、α１、α２は
、測定によって得られる温度と試料寸法とのグラフにおいて、各温度域でその傾きがほぼ
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単位はｐｐｍである。
【００９７】
　パッケージ反り量：回路基板（住友ベークライト（株）製　ＥＬＣ－４７８５ＧＳコア
の両面板、基板サイズは４３×４３ｍｍ）にシリコンチップ（サイズ１５×１５ｍｍ、厚
さ０．７３ｍｍ）を実装し、アンダーフィル（住友ベークライト（株）製　ＣＲＰ－４１
５２）を充填した。その後、低圧トランスファー成形機（ＴＯＷＡ製、Ｙシリーズ）を用
いて、金型温度１８０℃、注入圧力７．４ＭＰａ、硬化時間１２０秒の条件でエポキシ樹
脂組成物によりシリコンチップを搭載した回路基板等を封止成形して、パッケージ（パッ
ケージサイズは４３×４３ｍｍ）作製した。更に後硬化として１７５℃４時間及び２００
℃で４時間加熱処理した。室温に冷却後パッケージの反り量を、シャドーモアレ方式の反
り測定装置（Ａｃｒｏｍｅｔｒｉｘ製、ＰＳ－２００）を用いて高さ方向の変位を測定し
、変位差の最も大きい値を反り量とした。測定温度は－５５℃、２５℃、１５０℃、２６
０℃の４点で行った。全ての温度域においてその反りの値が２００μｍ以下であるものを
◎、２００μｍより大きく、４００μｍ以下であるものを○、４００μｍより大きく、６
００μｍ以下であるものを△、６００μｍより大きく、８００μｍ以下であるものを×と
した。
【００９８】
　耐半田性：上記パッケージ反り量の評価において成形したパッケージを、後硬化として
１７５℃で４時間加熱処理した後、ＪＥＤＥＣ　レベル３処理に従い６５℃、相対湿度６
０％で１６８時間加湿処理した。その後、ＪＥＤＥＣ条件のピーク温度２３５℃でＩＲリ
フロー処理を行った。ＩＲリフロー処理後のパッケージ８個について、内部の剥離及びク
ラックの有無を超音波探傷機（日立建機ファインテック（株）製、ｍｉ－ｓｃｏｐｅ　ｈ
ｙｐｅｒ　ＩＩ）で観察し、不良パッケージの個数を数えた。８個のパッケージのうち、
不良パッケージの個数がｎ個であるとき、ｎ／８と表示した。
【００９９】
　耐温度サイクル性：上記パッケージ反り量の評価において成形したパッケージを、後硬
化として１７５℃で４時間加熱処理した後を、１２５℃で２４時間、乾燥処理を行い、Ｊ
ＥＤＥＣ　レベル３処理に従い６５℃、相対湿度６０％の恒温恒湿槽に入れ、４０時間加
湿処理した。その後、ＪＥＤＥＣ条件のピーク温度２３５℃でＩＲリフロー（Ｎ2フロー
中）に３回通し、－５５℃と１２５℃の槽が瞬時に入れ替わる装置（ＥＳＰＥＣ製、ＴＨ
ＥＲＭＡＬ　ＳＨＯＣＫ　ＣＨＡＭＢＥＲ　ＴＳＡ－１０１Ｓ）にパッケージを１０個投
入し１２５℃３０分、－５５℃３０分を１サイクルとして、１０００サイクル温度サイク
ル処理を行った後のパッケージ１０個について、内部の剥離、クラックを超音波探傷機（
日立建機ファインテック（株）製、ｍｉ－ｓｃｏｐｅ　ｈｙｐｅｒ　ＩＩ）により確認し
、不良パッケージの個数を数えた。１０個のパッケージのうち、不良の生じたパッケージ
がｎ個であるとき、ｎ／１０とした。
【０１００】
　実施例２～１５、比較例１～６
　表１、表２、表３の配合に従い、実施例１と同様にエポキシ樹脂組成物を得て、実施例
１と同様に評価を行った。
【０１０１】
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【０１０２】
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【０１０３】
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【表３】

【０１０４】
　実施例１～１５は、融点が３０℃以上、１５０℃以下である結晶性エポキシ樹脂（Ａ）
、多官能エポキシ樹脂（Ｂ）、多官能フェノール樹脂（Ｃ）、球状無機充填材（Ｄ）、鱗
片状無機充填材（Ｅ）、硬化促進剤（Ｆ）を含み、かつ樹脂組成物の１７５℃でのスパイ
ラスフローが５０ｃｍ以上、樹脂組成物の１７５℃における測定開始後３０秒のキュラス
トトルク値が１０Ｎ・ｍ以上の範囲のものであり、結晶性エポキシ樹脂（Ａ）と多官能エ
ポキシ樹脂（Ｂ）の種類や配合割合を変更したもの、鱗片状無機充填材（Ｅ）の種類や配
合割合を変更したもの等を含むものであるが、いずれにおいても、ガラス転移温度が充分
に高く、線膨張係数が充分に低く、それらのバランスが適正な範囲となっているため、パ
ッケージ反り量、耐半田性、耐温度サイクル性等のパッケージ特性で良好な結果が得られ
た。また、未充填等の成形面での不具合も発生しなかった。
　一方、結晶性エポキシ樹脂（Ａ）を用いなかった比較例２では、スパイラルフローが５
０ｃｍを下回ったことで、パッケージの成形段階で未充填が発生し、パッケージ特性の評
価に値するサンプルを得ることができなかった。また、多官能エポキシ樹脂（Ｂ）又は多
官能フェノール樹脂（Ｃ）を用いなかった比較例１、４では、ガラス転移温度が成形温度
よりも低い値となり、パッケージ反り量、耐温度サイクル性等のパッケージ特性が劣る結
果となった。また、鱗片状無機充填材（Ｅ）を用いなかった比較例５では、パッケージ反
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り量、耐温度サイクル性等のパッケージ特性が劣る結果となった。また、鱗片状無機充填
材（Ｅ）を過剰に用いた比較例６では、スパイラルフローが５０ｃｍを下回ったことで、
パッケージの成形段階で未充填が発生し、パッケージ特性の評価に値するサンプルを得る
ことができなかった。また、比較例３に示すように、硬化促進剤の種類及び量の選択によ
っては、スパイラルフローが５０ｃｍを下回ることとなり、パッケージの成形段階で未充
填が発生し、パッケージ特性の評価に値するサンプルを得ることができないことがわかる
。
【産業上の利用可能性】
【０１０５】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、成形後や半田処理時の反りが小さく、耐半田性に優れ
、かつ生産性にも優れたものであるため、低反り性や平滑性が要求される半導体装置、特
に基板の片面に樹脂層が形成されたエリア実装型半導体装置等に有用である。
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